資料6

一般社団法人日本コンクリート診断士会細則（改定案）-131111
　　　　　　　
平成26年5月26日

平成24年5月29日

平成23年6月14日

平成22年7月23日

　一般社団法人日本コンクリート診断士会の運営に関しては，定款に定めるもののほか，この細則の定めるところによる。

第1章 　会員
（入会の申込）

第1条 本会に入会を申し込むものは，本会所定の申込書に記入し，各地区の会（呼称は自由とする）を通じ，それ以外は本会本部に直接申し込むことを原則とする。
各種連絡，社員総会案内（添付資料あり）はインターネットを利用して行うので，これに対応できる通信手段（メールアドレス）を有していることを原則とする。
（会員の資格）

第２条　会員の資格は，理事会の承認を得た月の初日から有効とする。

　　２　入会の資格を得た会員は,以下の入会金を納付する。
　　（１）正会員　　　 　3,000円

　　（２）学術会員　　 　　　0円

　　（３）法人会員　　　10,000円

　　（４）賛助会員　　　 3,000円
（会員の権利）

第３条　本会の会員の権利は，次の通りとする。

　　（１）正会員

　正会員はコンクリート診断士の資格を有する者で，本会を運営するための役員・委員等に就任すること，また事業活動に参加することができる。

　　（２）学術会員

　学術会員は，本会を運営するための役員・委員等に就任すること，また事業活動に参加することができる。

（３）法人会員

　法人会員は，本会を運営するための委員等を派遣すること，また事業活動を推進する委員を派遣することができるが，議決権は有しない。
（４）賛助会員

　賛助会員は，本会診断士会の目的に賛同し，第4条に定める年会費を負担する者は何人も入会でき，事業活動には参加できるが，議決権は有しない。
　　（５）本法人に3月31日4月1日に在籍の学術会員，正会員は社員総会の議決権を有する。
　　　　（4月1日に変更することが法的に可能か確認中）

（会員証について）
第４条　会員証の発行
　　　　学術会員，個人会員，法人会員に対し，会員証を発行する。

　　　　２　会員証の有効期間は５年間とし，その時に在籍している会員に対して５年おきに再発行する。ただし途中入会者の有効期間は，残期間とする。
　　　　3　本法人に会員証発行年の4月1日に在籍している会員に対して6月に会員証を発行する。

　　　　4　新規入会者に対する会員証は6月，および10月の年に２回に集約して発行する。
　　　　5　紛失等により会員証を再発行する場合には，手数料（1,000円）を徴収する。
第2章　　会費

（会費の負担）

第５条　会員は，本会の事業活動にあてる会費として，次の年会費を負担する。なお，本法人に4月1日に在籍している会員および途中入会者が対象となる。
　　（１）正会員・賛助会員　年額　3,000円

 なお，地区の会に所属する会員はそれぞれの地区の会の規定により年会費を支払い，年額のうち500円を本部会費に，それ以外の会費は地区の会の活動費として使用する。

　　（２）学術会員   年額　　　　 0円

　　（３）法人会員

①  SA 会員　年額　 100,000円

②　A　会員  年額　　50,000円

③　B　会員  年額　　30,000円

④　C　会員  年額　　10,000円

　法人会員の種別は，所定の手続きにより変更できる。

　また，上記年会費を納入することにより，SA会員は５名，A会員は３名，B会員は２名，C会員は１名以内の正会員または賛助会員を希望する地区の会に登録することができる。その場合，上記年会費より，1名につき2,500円を地区の会に活動費として補助する。
　ただし，その地区の会の個人年会費と差がある場合は，差額分を別途地区の会に納付する。

　
（経費の納付）

第６条　会員は，本会の事業年度が開始された月に年会費を納めることとする。

　　２　会員が納付した入会金および年会費は如何なる理由によっても返還しないものとする。

　　　　　　　　　　　　　　第３章　　組織
（地区の会の設置）

第７条　各地区における活動を効果的に運営するために，地区の会申請書を理事会に提出しその承認により地区の会の設置をすることができる。

（部会の設置と構成）

第８条　本会の活動を効果的に運営するために，理事会の決議により部会を設置することができる。

　　２　設立時の部会は企画部会，技術部会，広報部会とする。

　　３　部会は，部会長および副部会長ならびに部員をもって構成する。

（部会等の部員の選任）

第９条　本会が設置した部会等の部会長は，理事があたるものとする。

　　２　部会等の部員は，部会の活動趣旨に賛同する正会員および賛助会員に対し，理事会の推薦により代表理事が委嘱する。

（部会等の部員の任期）

第10条　部会等の部員の任期は，委嘱された日より２年とし，重任を妨げない。

　　２　補欠として選任された部員の任期は，前任者の任期の終了する時までとする。
（部会等の部員の職務）

第11条　部会等の部員は，本会の社員総会および理事会にて決議された業務を遂行する。

　　　　　　　　　　　 第４章　　理事･監事の委嘱

　(理事・監事の委嘱)

第12条　地区の会の代表者は理事または監事となることを原則とする。

　　２　ただし理事の定員を超えた場合は，地域の複数の地区の会長の代表が理事または監事となる。

　　3　地区の会の代表以外でも，理事会が必要と判断される正会員および学術会員を理事または監事に委嘱することができる。

第5章　　事務局

（事務局）
第13条　本会は，日常の会務を処理するため事務局を置く。

　　２　事務局に必要な事項は，理事会で決議する。

　　３　事務局長は，理事会の推薦により代表理事が任命する。

　　４　支出について


（1） 総会，理事会で承認されている予算範囲内の事業・活動の実施は，事務局の責任において実施する。
（２）総会，理事会で承認されていない3万円以上の支出が予想される　　　事業・活動の実施には，原則として事前に理事会の承認を得てから実施する。

（３）総会，理事会の承認を得ていない3万円未満の支出が予想される事業・活動の実施には，原則として事前に会計担当理事の承認を得てから実施する。
第６章　　幹事会

　（幹事会）

第14条　理事会，部会を補佐する組織として幹事会を設置する。

　　２　幹事会は東京近郊で開催するので，本部・地区の会から参加できるものを本部・地区の会が推薦し，理事会が委嘱する。
　
第７章　　雑則

（細則の変更等）

第15条　この細則の変更は，理事会において行う。
　　　ただし，第１章１条から第２章５条までの変更は総会の決議による。

　　２　各種会合はインターネット等を活用し，旅費の極力かからない方法で実施する。
第16条　会員は所属，住所，連絡先（TEL，メールアドレス）に変更が生じた場合には，JCD事務局に速やかに連絡するものとする。変更の連絡がない場合には，議決権等の会員の権利を行使できない場合がある。
　　なお，個人情報は会の連絡等以外には使用しない。
以　上
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